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はじめに
　介護保険が創設して以来，高齢者福祉が介護保険の枠組みで論じられることが多くなっ
た。しかし，介護保険制度は「社会保険」であり，高齢者福祉は「福祉制度」である。いわ
ばこれらの２つの機能が混在してしまっている。その中で高齢者福祉として明確に位置づけ
られるものとして，養護老人ホームの存在がある。未だに措置制度として運用され，「社会
保険」の契約と異なり，市町村が入所を決定する行政主導の施設である。
　しかし，この養護老人ホームの運用において「定員割れ」「利用者の高齢化」「周知不足」
などといった問題が生じており，その機能・役割が問い直されている。本稿では，介護保険
が高齢者福祉の根幹をなしつつある現状において，「福祉制度」に基づく養護老人ホームを
分析することにある。
１．養護老人ホームを取り巻く問題
①養護老人ホームとは
　養護老人ホームとは，「65歳以上の方で，環境上の理由および経済的理由により居宅にお
いて養護を受けることが困難な方を，市が措置する老人福祉施設である（老人福祉法第11条
第１項）。一般的な入所措置の基準については，入所措置の基準は，入所しようとする高齢
者が以下の事項に該当する場合となっている。
１　環境上の事情について，次のアおよびイに該当すること。
ア　健康状態：入所しようとする高齢者が，入院加療を要する病態でないこと。
イ　環境の状況：入所しようとする高齢者が，家族や住居の状況など，現に置かれてい
る環境の下では在宅において生活することが困難である。
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⑵
２　経済的事情が，次に該当すること。
ア　入所しようとする高齢者の世帯が生活保護法による保護を受けていること。
イ　入所しようとする高齢者およびその生計を維持している者が経済的に困窮している
場合。
　以上のように，住環境や経済的問題によって困窮している高齢者を対象としている。例え
ば，「住んでいたアパートが建て替えによって引っ越しが余儀なくされ，新しい住居が独居
高齢者で契約ができない」「刑務所から出所して身寄りもなく生活することができない」「家
族による虐待などで何処にも居住することができない」「生活保護受給者で在宅で暮らすよ
りも施設で暮らしたい」など，多様な側面で生活に困窮している高齢者の受け皿となってい
るのが養護老人ホームである。
②入所の流れと負担金
　入所措置の流れとしては，市役所窓口（福祉事務所）へ相談→調査→入所判定委員会（判
定）→入所依頼→入所となっている。ただし，希望の施設が定員に達している場合は入所待
ちとなる。入所負担金としては，入所者と扶養義務者から負担能力に応じて，毎月，入所負
担金を市に負担することになっている。
　介護保険制度のような「契約」ではなく「措置制度」によって，あくまで行政側の市役所
（福祉事務所）が入所の有無を検討し入所判定委員会によって施設入所が決まる。その意味
では，原則，施設側も利用者を選別することも勧誘することもできない。
③養護老人ホームの存在意義
　しかし，ここ数年，養護老人ホームの存在意義が問われている。既述のように全国的に定
員割れが目立ち施設運営の問題が深刻化している施設もある。特に，建物が古い施設では，
相部屋が主流となり見学の際に高齢者が拒む事例も見られる。
　また，入所者の重度化により介護を必要とする高齢者に対する支援について養護老人ホー
ムの限界が叫ばれている。かといって特別養護老人ホームも待機者が多く，他の社会資源を
模索しても難しい。しかも，定員割れの施設にとっては，退所してもらうと利用者が居なく
なってしまうので重度化してもらっても居てもらうほうが有難いとう実態もある。
　そして，昨今，低家賃の高齢者住宅なども増えはじめ，相部屋の養護老人ホームに入所す
るよりも高齢者住宅に居住したほうがよいという高齢者もいる。つまり，養護老人ホームの
代替機能を担う他の社会資源も増えはじめている。
　このように養護老人ホームの在り方について多方面で議論がなされているため，千葉県の
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⑶
関係者にアンケート調査を行い養護老人ホームの問題点などを分析することとした。
２．調査方法
　調査方法としては，平成25年７月19日（金）「千葉県養護老人ホーム施設職員並び市町村
高齢者福祉担当者合同研修」（主催：一般社団法人千葉県高齢者福祉協議会）において，自
治体職員，地域包括支援センター職員，養護老人ホーム代表者にアンケートを配布し，養護
老人ホームに関する意識調査を実施した。その意味では，本調査は機縁法に位置付けられる。
　その結果，自治体職員（25名），地域包括支援センター（26名），養護老人ホーム（17カ
所）から回答を得ることができた（なお，参加者は108名であった。：１か所の養護老人ホー
ムからは数名参加）。なお，アンケートに関しては，会場で直に調査者が説明した。
３．結　果
①自治体関係者
　（表－１）のアンケートの問い関しては，自治体関係者は「養護老人ホーム」のニーズを
感じている者が大部分であった。
　自由意見としては，「介護保険サービスを優先という考えでサービス調整していることが
多い。虐待に関しては，施設ニーズは感じている」「それなりのニーズは感じているが，地
域包括支援センターが活発であれば自治体も関わるケースが多くなる」「虐待ケースも見ら
れ，家族関係が希薄化している社会において充分にニーズはあると考える」「家庭事情が複
雑化しているので，今後も養護のニーズは高まると考える」「市内の施設では足りないので，
市外の施設に依頼することも多々ある」「特養などの社会資源も増えており，以前と比べる
と養護老ホームのニーズは減少している」「特養などの社会資源も増えており，以前と比べ
ると養護老ホームのニーズは減少している」「介護保険サービスで対応でき，生活保護受給
でも何とか支援できるので，以前よりニーズは減っている」という意見になっている。
表－１：Ｑ１　昨今，養護老人ホームの入所対象者（ニーズ）についてどう考えるか？
①ニーズはある ②少しニーズはある　　　 ③わからない
④あまりニーズ
はない　　
⑤ほとんどニー
ズはない　 計
16 6 1 2 0 25
　（表－２）においては，養護老人ホームの「措置」以外にどのような支援が考えられるか
では，生活保護を申請し在宅で暮らす支援ということが大部分であった。
　なお，自由意見としては「アパートで暮らすことを勧めているが，在宅が難しい高齢者は
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⑷
生活保護を申請してもらい何処かの施設を勧めることもある」「ケアハウス，高齢者住宅な
どもあり，生活保護水準で入所できる介護施設などが選択肢とある」「低額の有料老人ホー
ムが，以前より増えてきており，そこにお願いしている」「対象者の状況に応じて，生活支
援ハウス，軽費老人ホームなど臨機応変に活用している」という内容になっている。
表－２：Ｑ２　養護老人ホームの入所対象者がいたとしても，措置しなければ他にどのような支援
が考えられるか？
①生活保護を利用して
　アパート等で暮らす
②無料定額宿泊所の
利用　　　　　 ③特養ホーム ④その他 計
18 2 3 2 25
　自由意見方式で「Ｑ３　養護老人ホームの対象者として想定している高齢者像は？」と
いう問いに対しては，「身の回りのことができるが，経済的理由や住居確保に困難な高齢者」
「元気だが，経済的・住居がない高齢者」「虐待ケースなどを想定している」「軽費老人ホー
ムには経済的難しい高齢者。また，身元引受人がいないひとなど」「在宅生活が難しい軽度
な要介護高齢者」「アパートでは暮らせない生活保護受給者」「一定程度，施設でのルールに
従える人」「家族と希薄化になった人」であった。
　（表－３）においては，現在，養護老人ホームにおける運営予算が一般財源化されたこと
で，施設に入所させるよりは，生活保護受給者としてアパートの在宅で暮らしていく支援
のほうが国の財政負担が見込めるため，「措置控え」している現状を分析したものである。
「一般的に『感じている』」という応えがあり，一定の措置控えも否定できないという結果で
あった。
　なお，自由意見としては「現在，必要であれば措置している」「必要な措置を行っている」
「虐待などで対応しているので予算的な問題はない」「60代後半で措置すると，20年以上措置
するので慎重に対応している」「措置費は生活保護費より負担があるので，在宅で生活して
もらえればよい。どうしても必要なら養護老人ホームもありだが，基本は在宅」「現在，予
算上問題ないと新規でも措置できるが，これから長期化していくと予算獲得が難しく，いず
れ新規は難しくなるかも」であった。
表－３：Ｑ４　自治体行政における財政負担の関係で措置控えを感じているか？
①感じていない ②感じている ③わからない 計
13 8 4 25
　最後に，「Ｑ５　養護老人ホームおける自由意見を述べてください。」という自由意見にお
いては，「長期入所者は，少ない年金受給額でも貯金が少したまりどうなのか？」「公務員は
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⑸
異動がるので，事務が精通すると担当がかわりやすい」「介護保険制度を補完する機能に養
護老人ホームがなっている」「養護老人ホームは，何か問題があると役所に相談するが，多
様な問題を抱えた入所者が多いので，生活相談員の力量が重要」「年金額が少なくても暫く
養護老人ホームに入所すると，お金がたまるので，その場合，ケアハウスなどに転居するな
ど自立を促すべきか？」「福祉機能の養護老人ホームは必要だが，システム自体が古くなっ
ている」「市内の施設がいっぱいなので市外に頼むが，市外を拒む養護老人ホームがある」
という返答であった。
②地域包括支援センター
　高齢者の相談業務を担っている地域包括支援センターの職員にたいしてのアンケートで
は，（表－４）の問いに対して大部分の職員が養護老人ホーム関係の相談にのっていたこと
が理解できる。
表－４：Ｑ１　これまで養護老人ホームに関連する相談やケースに携わったことはあるか？
①ある ②少しある ③わからない ④あまりない ⑤ほとんどない 計
12 9 0 1 4 26
　自由意見でも「虐待で措置入所となった」「身寄りがないなどの処遇困難事例」「委託なた
め措置後の状況がつかめず，他の事例に参考にできない」「盲養護老人ホームに入所した」
「住居に困難な相談を受けた場合」という結果であった。
　（表－５）からも理解できるように，地域包括支援センターの職員は養護老人ホームの意
義については，理解しているようだった。自由意見も「入所に関して時間がかかり，スピー
ド感がなく利用しにくい」「身元の居ない高齢者には重要な資源」「施設の老朽化で問題が
る。このような施設はどうなのか？」「低所得者高齢者，家族の希薄化など，ニーズは増え
ると考える」であった。
表－５：Ｑ２　養護老人ホームという社会資源について，今後，どう考えるか？
① 必要と考える ②多少，必要と考える　　 ③わからない
④あまり必要と
考えない　
⑤ほとんど必要
と考えない 計
23 3 0 0 0 26
　なお，「Ｑ３　養護老人ホームの対象者として想定している高齢者像は？」の問いにおけ
る結果からも，その意義は確認できた。自由意見の結果は以下の通りである。
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⑹
　「介護サービスを利用しても在宅で難しい軽度の要介護者」「経済的に厳しく在宅生活が困
難な高齢者」「住宅困窮者」「虐待の関係ケース」「要支援１・２，要介護１程度の高齢者」
　ただし，（表－６）の問いで地域包括支援センター以外の専門職間では，半数以上が養護
老人ホームの意識が薄かった。自由意見でも「在宅の従事者は，ほとんど意識がない」「措
置になるのが難しいので，現場では生活保護と介護保険サービスの資源で考えている」とい
う結果であった。
表－６：Ｑ４　在宅介護関係者（ケアマネ，看護師，ヘルパーなど）で，養護老人ホームについて
話題になることがあるか？
①ある ②少しある ③わからない ④あまりない ⑤ほとんどない 計
7 2 1 8 8 26
　最後に，「Ｑ５　養護老人ホームにおける自由意見を述べてください。」という問いに対
しては，「市のスタンスが理解できず，生保で高齢者住宅などでケアすることが多い。ケー
スワーカも養護を意識していない」「市は，積極的に措置したがらない」「入所までに時間
がかかり，ケースに対応できない。緊急的な事例が増えているため養護は，活用しずらい」
「入所の事務手続きなど面倒でケース対応に時間がかかる」「市の担当者で対応の違いがあ
る。地域包括支援センターは，委託なので弱い立場である」「市に相談に行ったが，介護保
険サービスを優先するように言われ話をあまり聞いてくれなかった」「養護老人ホームは閉
鎖的なイメージで，施設ケアが分かりづらい。QOLが保たれるか？」「他の介護現場に情報
が浸透せずPR不足では！」「市は，あまり措置したがらない印象を地域包括支援センター
は持っている。」「入所判定委員会が年に数回で急な対応ができない」「養護老人ホームに入
所してしまうち，その後の自立支援は?入所したままなのか？」「市役所は，土日が休みな
ので養護老人ホーム等の対象者の対応が遅くなる」「養護老人ホームの手続きが面倒で，生
活保護水準で利用できる有料老人ホームや高齢者住宅のほうを活用してしまう」であった。
③養護老人ホーム
　それでは，受け入れ先の養護老人ホーム側の意識としては，（表－７）から理解できるよ
うに定員割れが深刻となっている。自由意見としては以下のとおりである。「介護度が重く
なり特養へ入所，入院で施設を退所によって１年でかなり退所したが，その分入所しなかっ
たので定員割れとなった」。
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⑺
表－７：Ｑ１　あなたの施設では，現在，定員割れが生じているか？
①定員割れが生じている ②定員割れは生じていない ③わからない 計
14 3 0 17
　特に，（表－８及び９）の措置控えの質問に対しては，多くの施設関係者が感じていた。
自由意見からも理解できる「市は養護の入所の対象者がいないと判断している。しかし，人
口が50万人もいるので，必ず対象者はいると考えられる。」「市は，生活保護課と高齢者福祉
課で，連携がなく縦割り行政によって措置件数が少ないと考える」「市は，現入所者で予算
を組むので，新規に入所を好まない傾向である。生活保護課のケースワーカが入所を希望し
たが，高齢者福祉課が拒んだ」「介護保険で活用できる社会資源が優先されている。しかし，
多様化した社会でニーズはかなりある」「市の担当者によれば，あえて措置控えをしていな
いと説明を受けた」
表－８：Ｑ２　昨今，養護老人ホームにおいて自治体行政における措置控えの傾向を感じているか？
①ある ②少しある ③わからない 計
12 9 0 26
表－９：Ｑ３　Ｑ２で（①感じている）と答えた人のみ回答ください？自治体行政が措置控えをし
ている要因は？
①ある ②少しある ③わからない ④あまりない 計
12 9 0 1 26
　なお，養護老人ホームの問題で深刻なのが入所者の重度化である（表10及び11）。
自由意見でも「入所者で実際認定を受けている方が２割。在宅であれば必ず受けているであ
ろう方が５割である。」「要介護認定を受けている者が何人もいる。しかも，要介護５の方も
数人いる」であった。
表－10：Ｑ４　現在の入所者で既に要支援者・要介護者を含め，本来，在宅であれば認定を受けて
いる可能性のある入所者（潜在的な要支援者・要介護者）を含めると，入所者のうちどの
程度の割合と考えるか？
① ３割未満 ②３割～５割未満 ③５割～７割未満 ④７割以上 ⑤わからない 計
1 6 5 5 0 17
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⑻
表－11：Ｑ５　現在の入所者のうち認知症高齢者の兆候もしくは診断を受けている方の割合は？
① ３割未満 ②３割～５割未満 ③５割～７割未満 ④７割以上 ⑤わからない 計
5 6 3 2 1 17
　しかし，養護老人ホームの居室形態は，相部屋が多く個室でないと利用したがらない現状
もある（表－12）。
表－12：Ｑ６　あなたの施設の居室形態は？
① 個室 ②相部屋 ③両形態 計
5 11 1 17
　最後に，「Ｑ７　これからの養護老人ホームについて自由意見を述べてください」という
問いに対しては，「貧困や孤独死の恐れのある高齢者が多いため，必ずニーズはある。入所
者でも精神疾患，身元引受人が居ない方。虐待を受けた方」「養護の人員配置ではできるこ
とは限られる」「精神疾患，アルコール依存などの入所者が多い。その意味で特養のニーズ
よりも多様化しており，施設の意義は大いにある」「養護老人ホームも地域の相談窓口の機
能を担うべきと考えられるが，実際，措置施設なのでイメージが難しい」「養護老人ホーム
は，かなり高齢化が進み介護ニーズが課題となっている。そのため現行の職員体制では，ケ
アが難しい」「養護老人ホームは健康管理がしっかりしている。定期的に診断している。生
活保護で在宅で暮らしていると，健康管理に課題がある。そして，結果的に医療　扶助がか
さむ。長期的には養護老人ホームに入所したほうが，市も財政的にいいのではないだろう
か」という意見であった。
４．考　察
①低所得者問題
　現在，国は「地域包括ケアシステム」と銘打って在宅医療・介護施策を推進している。無
論，住み慣れた地域で最期まで生活できることは望ましいことであろう。しかし，実際の介
護現場では施設志向の利用者及び家族は後を絶たない。特に，大都市部は独居高齢者及び老
夫婦世帯が多く家族による介護力に限界があり，在宅介護は難しいケースが多くみられる。
　しかも，これらは低所得対策と関連付けられ，かなりの数を占める要介護高齢者（主に国
民年金のみ受給者及び生活保護受給者）の処遇について大きな課題を残している。周知のよ
うに，特養の待機期間は全国平均で1.3年間，大都市部においては申し込みから３年以上経っ
ても入所できないケースが多々ある。
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⑼
②グレーゾーンの高齢者施設
　これら要介護高齢者問題の解決策の１つとして，安価な高齢者施設が機能しており現在で
も多くの高齢者が入所している。現在，できる限り都道府県も届出を促したことで，無届け
有料老人ホームは減少しているものの，施設実態は変わっていない。
　朝日新聞社の調査によれば北関東地方の有料老人ホームでは，届出はしたものの法令基準
に満たない施設が，茨城県20カ所，群馬県50カ所，埼玉県99か所にのぼっている（朝日新聞
夕刊「基準を満たさぬ施設なお」2013年１月18日付14頁）。
　行政側も法令違反とはいえ無届けのままにしておくよりは届け出てもらうことを最優先と
し，法令に違反に関しては徐々に是正していく考えなのかもしれない。
③養護老人ホームの役割
　本来であれば，このようなグレービジネスの対象者の一部が，養護老人ホームの対象者で
あり，ニーズとしては増加傾向である。しかし，養護老人ホームの居室形態，措置制度の不
具合（入所までのスピード感が欠如），高齢者関係者への周知不足，市役所の措置控えなど
養護老人ホームの役割・機能が発揮されにくくなっている。その意味では，老人福祉法に基
づく高齢者施設の役割・機能を，再度，見直されるべきであろう。
まとめ
　生活保護世帯の約４割以上が高齢者世帯であり，生活保護行政は高齢者施策と密接なかか
わりがある。2009年３月に起きた無届有料老人ホームの火災事件で，数人の高齢者の命が亡
くなった。高齢者施設に入所できず，やむなく無届有料老人ホームに入所していたのだ。し
かも，その入所者は，生活保護受給者の高齢者で，無届有料老人ホームが「貧困ビジネス」
として経営が成り立っていた。
　また，マスコミ報道でも「無料定額宿泊所」という生活保護の施設に，保護を受けている
高齢者が長期に入所し，その生活保護費が使途不明であるとの疑惑が報じられた。生活保護
制度という公的制度に載りながら，「貧困ビジネス」との疑いのある施設に入所する高齢者
が大都市を中心に多く存在する。
　高齢者には，世間では最低限のセーフティーネット網が敷かれていると信じられている
が，現実は必ずしもそうではない。しかも，一部，自治体がこのような施設を，高齢者の受
け皿として依存している。
　在宅で暮らしていれば，生活保護を受けていれば，ある程度の生活は保障される。しか
し，必ずしも生活保護受給者に限ったことではないが，心身の低下によって独りで暮らして
いけない状態になり，在宅生活が難しくなると，受け入れる施設が少ない。
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⑽
　ケースによっては，自治体側もやむなく，このような貧困ビジネスに依存しなければなら
ないのが実態だ。その意味で，養護老人ホームの役割・機能が重要となってくるであろう。
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⑾
Research Notes
An Analysis of the Perceptions of Nursing Homes 
for the Elderly in those Searching for Care
YUKI, Yasuhiro　
　Social welfare for elderly has often been discussed in the framework of public nursing care 
insurance since public nursing care insurance was founded.  Public nursing care insurance is “social 
insurance”, whereas social welfare for elderly is a “welfare system”, but these functions are mixedly 
discussed.  Nursing home for the elderly is designated clearly in the welfare system for the elderly. 
Different from “social insurance”, which is based on the contract directed by the government, nursing 
home is an institution that is administrated by local government. 
　In this paper, function and value of nursing home is analyzed in the context of current circumstance 
that public nursing care insurance has become the main system.
